
 

 
 

２００２年１１月２８日 

各 位 

 

 

ミレアホールディングスグループの事業戦略について 

 

 

  株式会社ミレアホールディングス（取締役社長 石原邦夫）は、本年４月の会社設立以来、ミレ

アホールディングスグループ全体の中長期的な事業戦略の検討を進めてまいりましたが、今般以

下の通り、グループとして目指す数値を織り込んだ事業戦略を策定しました。 

  今後、当社は本事業戦略の実現に向け、最適事業ポートフォリオの構築とＲＯＥの向上をはか

り、グループ全体の企業価値の最大化を目指してまいります。 

 

１．事業戦略の全体像    

 

（１） 目指す事業ポートフォリオ 

ミレアホールディングスグループの２００１年度事業ポートフォリオ（修正利益ベースの構成

割合）は、国内損保事業が全体の４分の３強を占めております。今後は、リスク分散をはかり

収益の安定的な伸展を達成するため、持株会社による経営資源の再配分機能を最大限に発揮し

て、２００５年度に以下のポートフォリオの実現を目指します（別紙１ご参照）。 

 

事業ドメイン 目指すポートフォリオ（２００５年度） 

 国内損保事業 ７０％ 

 国内生保事業 ２２％ 

 海外保険事業（含む海外再保険） ７％ 

 アセットマネジメント事業 他 ２％ 

※中長期的には、２０１０年に国内損保事業の割合を半分程度にすることを目指します。 

 

（２） 目指すＲＯＥの水準 

最適事業ポートフォリオの構築をすすめ、２００５年度には以下のＲＯＥの水準を目指します

（別紙１ご参照）。 

 

目指すＲＯＥの水準（２００５年度） 

６％程度（修正利益 １,６００億円） 

※中長期的には、２０１０年にＲＯＥ１０％程度を目指します。 
※ＲＯＥは、企業価値を的確に把握し、その拡大に努める観点から「修正利益ベース」の「修正ＲＯ
Ｅ」とします（詳細は別添資料をご参照）。 

 - 1 - 



 

２．各事業ドメインの戦略   （別紙２ご参照） 

 

（１） 国内損保事業 

グループの収益基盤である国内損保事業については、アンダーライティング強化と効率化の徹

底により収益の拡大をはかります。 

 

 （ⅰ）業績指標                                                           （単位：億円） 

 2001 年度（実績） 2003 年度 2005 年度 

正味収入保険料 17,201     19,400  

（17,900） 

    20,200 （18,600）

事業費率 35.2％       31 ％

（33.7％） 

    29.5％ （32.0％）

修正利益 860 900 1,100 

※経営統合を契機にその後の環境変化や現下の厳しいマーケット環境を反映した数値に見直しました。 
※（ ）内は、自賠責再保険制度改定の影響を除くベース。 
※正味収入保険料の伸び率は年平均４％程度（自賠責再保険制度改定の影響を除くと２％程度）。 
 
（ⅱ）戦略 

① 経営統合による効率化効果を最大限に発揮し、東京海上および日動火災の事業費を削減す

るとともに、両社のシナジー効果を高めていきます。具体的には、商品・事務・システム

統合を予定通りすすめるとともに、間接部門の集約化や損害サービス拠点の統合を推進す

る一方、営業拠点の統合、さらには資産運用の純投資およびＡＬＭの機能集約・高度化を

はかり、シナジー効果を高めます。 

② マーケットの拡大が見込まれる第三分野商品を拡販するとともに、銀行窓販を強化します。 

③ 本格的な生損保融合を目指し、「超保険」「超ビジネス保険」の拡販を推進します。 

④ 販売網の構造改革に本格的に取り組み、保険会社と代理店との業務の重複を解消するため

に、「ミレアエージェンシー」傘下での大型代理店の展開や「中核代理店」の育成等を通じ

て、より効率的で質の高い販売網を構築します。 

 

（２） 国内生保事業 

国内生保事業をグループのコア事業として一層発展させていくため、生保子会社を強化し、積

極的に収益拡大をはかります。 
 
 （ⅰ）業績指標                                                           （単位：億円） 

 2001 年度（実績） 2003 年度 2005 年度 

新契約年換算保険料 459 580 730 

修正利益          240 260 350 

※ 経営統合を契機に指標の見直しをしました。 
※ 新契約年換算保険料とは、個人保険・個人年金保険の新契約の第１回保険料を年換算（月払は１２
倍、半年払は２倍、年払は１倍、一時払は１／１０倍）したものです。 
※ 新契約年換算保険料の伸び率は年平均１２％程度。 
※ 本業績指標は、ミレアホールディングス傘下の生保子会社２社分の数値です。 

 

 - 2 - 



 
 
 
（ⅱ）戦略 

①より効率的な事業運営と生産性の一層の向上を実現するため、東京海上あんしん生命（Ｔ

ＡＬ）と日動生命（ＮＤＬ）を、関係当局の認可を前提として２００３年４月にミレアホ

ールディングスの直接の子会社とした上で、その後、２００３年１０月を目処に両生保の

合併を目指します（別紙３ご参照）。 
②グループの経営資源を生保事業にシフトし、合併生保では、以下の施策を柱に拡大戦略を

展開します。 
・ クロスマーケティングの強化（生保営業社員を 500名程度増員、ＴＡＬ・ＮＤＬの合併効
果の発揮） 
・ 生保専業チャネルの拡充（ライフパートナー等を拡大し、生保独自の専業チャネルを拡充） 
・ 銀行窓販の推進（規制緩和の動向を見極めつつ、生保の主力販売チャネルの一つに） 
 

（３） 海外保険事業（海外再保険を含む） 

国内のマーケットに対する高い依存度を徐々に変え、収益の安定的成長をはかるため、今後と

も高い成長性・収益性の見込めるアジアのローカル保険市場を中心に、積極的に海外保険事業

の拡大をはかります。 

 

 （ⅰ）業績指標                                                           （単位：億円） 

 2001 年度（実績） 2003 年度 2005 年度 

収入保険料 154 410 630 

当期利益 40 70 110 

    ※本業績指標は、アジア保険事業と海外再保険（Tokio Millennium Re 社）の合算数値です。 

 

（ⅱ）戦略 

① アジアの保険事業の推進母体として、２００２年１２月１日付でアジア地域を統括する中

間持株会社「Millea Asia Pte. Ltd.（ミレアアジア）」をシンガポールに設置します。同

社は、アジア地域（除く日本）でのＭ＆Ａ、提携等の事業拡大戦略の企画機能とアジア各

国の現地法人の経営管理機能を担い、中国・台湾・タイ・マレーシア・インド等の成長地

域にフォーカスした事業拡大を強力にすすめます（別紙４ご参照）。 

② 海外の再保険事業については、ミレアホールディングスグループ全体のアンダーライティ

ングリスクをグローバルに分散する等により安定的な収益の拡大をはかるため、「Tokio 

Millennium Re（ﾄｰｷｮｰ･ﾐﾚﾆｱﾑ･ﾘｰ）」を通じた自然災害リスクのスワップや巨大災害リスク

の再保険引受を行ってまいります。 

 

（４）アセットマネジメント事業 他 

保険事業とシナジー効果の大きい、以下の事業を積極的に展開します。 

 

（ⅰ）アセットマネジメント事業 

  保険会社での資産運用で得たノウハウを活かして、今後グループ全体の預り資産残高を更に
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増やし､収益を高めていくために、以下の取り組みをすすめます。 

 

① リテール分野については、４０１Ｋ・投信事業の早期確立を目指します。また、将来的に

は「超保険」へのアセットマネジメント機能の組み入れも展望します。 

② ホールセール分野については、商品ラインアップの充実のために、オルタナティブ・イン

ベストメント分野での新商品投入（プライベートエクイティ等）を積極的に行います。 

③ 東京海上アセットマネジメント投信社を核に、アセットマネジメント事業のグローバル展

開を進めます。 

 

（ⅱ）その他 

  ヘルスケア・シルバー関連事業、リスクコンサルティング事業、総合人材サービス業等の保

険周辺事業や既存の関連事業を更に大きく展開させます（詳細は別紙２ご参照）。 

 

３．資本政策  

  ミレアホールディングスグループが有する余剰資本は、今後とも統合リスク管理によってシス

テマティックに把握し、収益性・成長性の高い事業分野へ積極的に投資するとともに、機動的

な自己株式の取得による資本効率の向上も検討してまいります。 

 

以 上 

 



２００１年度

国内損保事業

国内生保事業

海外保険事業

アセットマネジメント事業 他

計

２００５年度

国内損保事業

国内生保事業

海外保険事業

アセットマネジメント事業 他

計

目指す事業ポートフォリオとＲＯＥ

現状のポートフォリオ

75.4%

21.1%

3.3%

0.3%

100%

目指すポートフォリオ

100%

70%

22%

7%

2%

別紙１

修正ＲＯＥ 3.8 ％
(修正利益１,１４０億円)

修正ＲＯＥ ６ ％程度を目指す
（修正利益１,６００億円）



海外保険事業（含む海外再保険）

国内損保事業

ミレアＨＤ

国内損保事
業

国内生保事
業

海外保険事業
（含 海外再保険）

アセットマネ
ジメント事業

最適事業ポートフォリオの構築
2001年度修正ＲＯＥ３．８％

2005年度修正ＲＯＥ  ６％程度を目指す
企業価値最大化

正味収入保

事業費率

修正利益

19,400(17,900)

31%(33.7%)

2003年度指標

900

20,200

29.5%(32.0%)

2005年度指標

1,100

国内生保事業

成長戦略
・「超保険」「超ビジネス保険」の定着
・第三分野商品の拡販
・銀行窓販の推進
・販売網の構造改革

効率化戦略
・経営統合による効率化効果を最大限に発揮
し、2005年度の事業費率を30%以下に引き下
げる

アセットマネジメント事業 他

新契約

修正利益

580

260

2003年度指

730

350

2005年度指
成長戦略
・クロスマーケティングの強化
 ＊生保営業社員を ５００名程度増員
 ＊ＴＡＬ・ＮＤＬの合併効果の発揮
・生保専業チャネルの拡充
  ライフパートナー等を新設・乗合等により拡大
し、生保独自の専業チャネルを拡充
・銀行窓販の推進
  規制緩和の動向を見極めつつ、生保の主力
販売チャネルの一つにしていく

（単位：億円）

※生保子会社の統合については別紙３をご参照く ださい。

収入保険料

当期利益

410

70

2003年度指標

630

110

2005年度指標 成長戦略
・アジア地域を統括する中間持株会社「Millea
Asia Pte. Ltd.（ﾐﾚｱｱｼﾞｱ）」を設置
・中国・台湾・タイ・マレーシア・インド等の成長
市場を中心に損保個人分野、生保分野への取
組みを強化
・アジア地域に対して今後積極的に資本投資を
行い、２００５年度正味収保５７０億円程度を目
指す
・海外再保険事業については、
   Tokio Millennium Re（ﾄｰｷｮｰ･ﾐﾚﾆｱﾑ･ﾘｰ）を
通じた自然災害リスクのスワップや巨大災害リ
スクの再保険引受を行う

（単位：億円）
（注）（  ）内は、自賠責再保険制度改定の影響を除く。

別
紙
２

※ミレアアジアの概要については別紙４をご参照く ださい。

（単位：億円）

アセットマネジメント事業
・「ミレア」のブランド力を生かした４０１Ｋ・投信事業の確立→将来的には「超保険」への組み入れも展望
・オルタナティブ・インベストメント分野（ベンチャーキャピタル、プライベートエクイティ、不動産投信）での
  新商品投入
 ・東京海上アセットマネジメント投信社を核としたアセットマネジメント事業のグローバル展開

ヘルスケア・シルバー関連事業、リスクコンサルティング事業、総合人材サービス業
・診療所経営指導や医療データ・チェックに永年の実績を有する東京海上メディカルサービス社を活用し
たヘルスケア･サービスの展開
・介護支援専門員（ケアマネージャー）などの研修に高い実績を誇るミレアベターライフサービス社を核に
したシルバー事業の展開
・国内外の自然災害の分析、損害に関する豊富なデータ保有に実績ある東京海上リスクコンサルティン
グ社を活用した事業展開
・東京海上、日動火災の子会社である人材派遣会社等４社を関係当局の承認を前提としてミレアＨＤの
100％子会社とした上で、来年7月を目処に合併し、ミレアＨＤグループの収益事業の１つとして事業を拡
大

＜ミレアホールディングスグループ



<2001年度> 東京海上あんしん生命 日動生命 合計

保険料等収入

新規契約件数等

保有契約件数等

総資産

資本金

従業員数

２，３０６億円 ３００億円

８７４千件

６，５７０億円

３００億円

４０２名

１５７千件

１，０１２億円

２，６０６億円

２１４千件 ２９千件 ２４４千件

１００億円

１０３名

１，０３２千件

７，５８２億円

東京
海上

ＴＡＬ

日動
火災

ＮＤＬ

ミレアＨＤ

現状 子会社化（2003年4月） 合併（2003年10月目処）

会社分割  （東京海上と日動火災の生保子会社
                            管理部門を分割し、ミレアHDが継承）

合併  （詳細は今後検討）

東京
海上

合併
生保

                    生保子会社の統合  ※関係当局の認可を前提とします

別紙３

    （１）東京海上あんしん生命・日動生命の２社合計で、保有契約件数は１００万件を突破
    （２）両社の販売チャネルの中心は損保代理店を通じたクロスセリング、商品も類似
    （３）両社のシステムは共通している部分が多い

ミレアホールディングスグループ内のコア事業としての位置付けを明確化

より効率的な事業運営を実現

生産性の一層の向上を実現

２社を合併することにより

注)新規契約・保有契約は個人保険と個人年金の合計

ＴＡＬ ＮＤＬ

ミレアＨＤ

は生保管理部門

東京
海上
日動
火災

ミレアＨＤ

日動
火災



（2002年12月１日発足）

ミレアアジア
の下、
アジアローカ
ル
保険市場で
事業拡大

ミレアホールディングス

日
動
火
災

東京海上 ミレアアジア

ア
ジ
ア
以
外
の
現
法
等

ア
ジ
ア
各
国
現
地
法
人

２００３年
４月に移
管予定
※

ア
ジ
ア
新
規
事
業

ア
ジ
ア
各
国
現
地
法
人

※関係当局の承認を前提とします

 ＜ミレアアジアの概要＞

   １．会社名 ：  Millea Asia Pte. Ltd. （ミレアアジア）
                    (２００２年１２月１日より事業開始)
   ２．資本金 ：  SGD １２，０００，０００ （１SGD＝７０円換算で８．４億円相当）
   ３．本店所在地 ：  シンガポール
   ４．職員数 ：  ３０名
   ５．役員   ：  CEO 玉井孝明
                    Director 森昭彦　和田博義　野路幸暉

 ＜事業計画等＞

  (1)アジア事業の現況
    ・現在の拠点展開： 中国（上海支店・香港損保現法）、フィリピン損保現法、ベトナム損保現法、
                              タイ損保現法、タイ生保現法、マレーシア損保現法、シンガポール損保現
法、
                              インドネシア損保現法、インド損保現法
    ・現在の営業現況： アジア地域の正味収保は昨年度で約１３０億円
 　(2)今後の事業計画
    ・中国・台湾・タイ・マレーシア・インド等の成長市場を中心に、損保個人分野、生保分野への
      取組み強化
    ・アジア地域に対して今後積極的に資本投資を行い、２００５年度正味収保５７０億円程度を
     目指す

       ※（最近の新規事業取組事案）
         ・２００１年４月　 インド損保現法の営業開始
         ・２００１年６月　 タイ生保社への出資・経営参画
         ・２００２年５月　 マレーシア損保現法による同国損保・アマナ社の買収
・２００２年11月 台湾損保・新安社への出資・経営参画の決定

   ミレアアジアの概要
別紙４



修正ROE ＝ 修正利益 ÷修正資本

１．利益

（１）損保事業

（２）生保事業

＜概念図＞

（３）海外保険事業、その他の事業 … 財務会計上の当期利益を使用

２．資本（平均残高ベース）

（１）損保事業

（２）生保事業

（３）海外保険事業、その他の事業 … 財務会計上の資本を使用

修正資本＝

修正利益・修正ROEについて

修正利益＝

修正利益＝

修正資本＝

当期利益 ＋ 異常危険準備金繰入額※１ ＋
価格変動準備金
繰入額※１ －

ALM債券・金利ｽﾜ
ｯﾌﾟ取引に関する
売却・評価損益※２

－
保有株式・不動産
等に関する
売却・評価損益等

－ その他の
特殊要素

前期末
Embedded
Value※３

当期末
Embedded
Value

EVの当期増加額

資本 ＋ 異常危険準備金 ＋ 価格変動準備金 －
ALM債券・金利ｽﾜ
ｯﾌﾟ取引に関する
資本増減額

Embedded
Value

EV※３の
当期増加額

※１ 戻入額の場合はマイナスする

※２ ALM＝資産・負債総合管理
     ALMの負債時価変動見合いとして除外

※３ EV、Embedded Value
      純資産価値に、保有契約から将来得られるであ
      ろう利益の現在価値を加えた指標
      （主にヨーロッパの生命保険会社で普及）

（注）すべて税引後ベース

資
 料


